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* 本稿を執筆するにあたって，長谷部弘先生，結城武延先生より，貴重なご助言を賜った。また，経営史学会東北ワ

































                                                      
3 米花（1981），34-35，50-51 を参照。 
4 大蔵省印刷局編，『官報』，1919 年 04 月 05 日。 
5 沼尻（2002），「第 2 章 都市計画法の施行と 1920 年代の工場立地」，49-96 を参照。 
6 小田（1983），「第 3 章 第一次大戦後の水質汚染問題」，69-106 を参照。戦間期日本における公害問題については，




































10 石川（1942，85−305）は，主に 1930 年代における行政による誘致の特徴を報告している。1930 年代の工場誘致
の概要は岡田（1993，196−214）を参照。 
























































を生成する原液工程において使用される14。表１は，1929 年から 1934 年と 1938 年におけるおお
よそのレーヨン糸の生産費の構成である。その表 1 からもわかるように生産費に占める用水費の
                                                      
12 技術・機械知識に関連した先行研究として外国技術の導入・移転に関わるものは内田（1972），65-85，由井
（1997），149-175 などを参照。高等教育に着目したものとしては王（2004），88-105 や，平野（2014），67-81 な
どを参照。 
























原料パルプ 9.8 14% 17 29% 12.5 27% 37%
薬品代 15.4 22% 20 34% 18.2 40% 20%
工賃 17.5 25% 10 17% 5.8 13% 11%
燃料費 7.7 11%
電力費 6.3 9%
用水費 2.8 4% 1.5 3% 0.9 2% -



















8 13% 3.5 8% 11%
合計
70 59.5 100% 46
表1，レーヨン糸生産費の構成内容（100ポンド当たり円）























                                                      
15 沢井実・中林真幸（2010），72-73 を参照。 
 
表 2， 立地条件の整理と費用項目との関係 





































                                                      























工場（第 2 工場），1927 年山口県岩国地方の岩国工場（第 3 工場），1934 年広島県三原町の三原
工場（第 4 工場）を設立した20。そのうち，1931 年 11 月に米沢工場が，1935 年 7 月からは広島
工場が休業・閉鎖の準備へと入った21。三原工場の生産量の数値は得られなかったが，表 3 に掲
げた 3 工場間における生産量を見れば，新設工場は，既存工場の生産量を大きく上回っていたこ
とが確認される。ここで表 4 を見よう。帝人 ROA を見ると，1923 年から収益性が高まった。そ
して，帝人を含む 6 社平均 ROA と帝人 ROA を比較してみると，1923 年上，1925 年上下， 1933
年から 1934 年上の期間は，帝人 ROA は平均 ROA より低いことがわかるが，それら 3 年間を除






















表 3，1918年から 1932年までの帝人米沢，広島，岩国工場の生産量（単位：千ポンド） 
  米沢工場 割合(％) 広島工場 割合(％) 岩国工場 割合(％) 合計 
1918 16 100         16 
1919 50 100         50 
1920 57 100         57 
1921 na na          
1922 83 47 92 53     175 
1923 148 29 356 71     504 
1924 244 23 814 77     1058 
1925 na na na na      
1926 627 20 2530 80     3157 
1927 778 13 2383 40 2774 47 5935 
1928 1100 13 3022 35 4595 53 8717 
1929 1304 11 3223 28 6974 61 11501 
1930 1256 9 3152 23 9147 68 13555 
1931 1100 7 4247 26 10969 67 16316 
1932 閉鎖 0 4682 25 14045 75 18727 
注 1: 1918 年米沢工場は 6 月から 12 月までの生産量の合計。  
注 2: 1921 年と 1925 年は欠損値。     
出典: 福島（1968a），144，153，179，202，216，219 と福島（1969a），125 より筆者作成。 
 
表 4，戦間期日本の主要レーヨン６社の平均 ROAと帝人 ROAの比較 
    企業数 平均 ROA 帝人 ROA     企業数 平均 ROA 帝人 ROA 
1918年 上 帝人    1928 上 5 2.03 3.73 
 下   0.19  下  2.43 3.69 
1919 上   0.61 1929 上  2.10 3.61 
 下   4.93  下  2.15 3.96 
1920 上   5.23 1930 上  2.01 2.94 
 下   -0.67  下  1.99 3.51 
1921 上   -0.46 1931 上  2.10 3.14 
 下   0.48  下 6 2.05 5.16 
1922 上   0.29 1932 上  2.36 4.11 
 下 2     下  3.39 5.16 
1923 上  7.30 6.82 1933 上  7.03 6.92 
 下  2.94 2.94  下  7.01 6.65 
1924 上  1.00 2.25 1934 上  7.53 6.52 
 下  1.91 2.44  下 5 5.73 6.27 
1925 上  4.14 2.27 1935 上  5.01 6.06 
 下  5.57 4.30  下  4.28 5.25 
1926 上 3 3.49 4.88 1936 上  3.16 4.59 
 下  1.85 2.57  下  3.33 6.18 
1927 上 4 1.16 1.29 1937 上  3.50 5.17 
  下   2.46 3.70   下   3.38 5.06 
注 1： 主要 6 社は，帝国人造絹糸（1818 年），旭絹織（1922 年），日本レイヨン（1926 年），倉敷絹織（1927 年），昭和レーヨン（1928 年），東洋レーヨン（1928 年）である。括弧内は，設立年。 
注 2： 帝国人造絹糸の 1922 年下の『営業報告書』と，1928 年から 1931 年下までの『営業報告書』は入手できなかった。 
注 3： 旭絹織の 1933 年下からは旭ベンベルグ絹糸（旭絹織と延岡アンモニア絹糸との合併で設立された会社）の『営業報告書』を用いた。 
注 4： 昭和レーヨンは 1934 年に東洋紡績に吸収合併され，レーヨン部門のみでの数値が不明なため，合併以降の数値は空白にしている。そのため，企業数を 6 から 5 に変えている。 


























て，時には 3 時間から 5 時間，ひどい時には 2 昼夜・3 昼夜にも及び」「工程中途の仕掛り品」
は損失となる始末であった。停電に加えて，両羽電気会社は帝人に隔日作業を申し出るほど電力























帝人第 2 工場の設立は，帝人設立と同年（1918 年）8 月に取締役会で決議された。数十カ所の
候補地が調査され，広島県広島市にある鈴木商店の元神戸製鋼所広島銑鉄工場跡（以下，神戸工
場跡地）に立地場所が決定された。広島工場の建設後にまもなく戦後の反動恐慌が生じたことか
ら（福島（1968a），193，197），それが 1920 年 3 月頃であること踏まえれば，広島工場の建設開始
は，おおよそ 1920 年の初頭であったと推測ができよう。 
ところで，帝人第 2 工場に対して，広島県もしくは広島市の行政・自治体は，工場誘致しなか
ったのだろうか。広島工場の建設に際して米沢工場から広島工場へ転勤した従業員は，帝人の機


































                                                      









取らなかったのである。1929 年 12 月 16 日の『芸備日日新聞』は，汚染による淵崎組合の養殖業
への影響を「永久的死活問題」と報じた（広島市編（1975），786-787）。 1928 年末には汚染問題に
関する広島市行政の対応に不満を抱いた淵崎組合は，樋門の一部に危害を加えた24。一連の汚染














                                                      
23「人絹の汚水問題 またぶりかえす」，『中国新聞』，1929 年 12 月 15 日。 
24 「人絹工場の排水，樋門破壊 淵崎漁民の暴挙 西署首謀者取調中」，『中国新聞』，1929 年 12 月 16 日。 
25「漁業組合の要求から人絹工場の移転計画 産業界の大打撃だとて 有力者らの奔走」，『中国新聞』，1930 年 1
月 15 日。 
26 「人絹広島工場寄宿舎検定工場まで 職工二百五十名とともに移転 会社は「既定の事実」という 非難される県
市当局」，『中国新聞』，1930 年 1 月 29 日。 
27 記事名なし，『中国新聞』，1930 年 1 月 30 日。 
28 「人絹広島工場の一部 移転復帰策の協議 遅まきながら県市当局誠意を示す 会社側も了解したらしい」，




























県が除外された理由も同様であろう。帝人が麻里布村を候補地に挙げたのは 1925 年 3 月 8 日で
                                                      
29 『帝人タイムス』，第 1 巻，6 頁。 
30 『帝人タイムス』，第 1 巻，6 頁。 
 
 16 
あり31，帝人の選定過程を経て，最終的に立地決定したのは同年 5 月 18 日であった32。その約 2
ヶ月間における麻里布村の誘致主体は，「帝国人造絹糸株式会社工場設立期成同盟会」（以下，
設立同盟会）である。設立同盟会の目的は，「第 2 条 本会は前条文工場〔引用者注：帝国人造絹
糸株式会社〕を本村〔引用者注：麻里布村〕内に設置業務を援助する」ことであり，それを達成す




評価額であった。帝人は 950 円と評価したのに対して，設立同盟会は 1810 円，そして地主 97 名





経た」37ものの，5 月 18 日に帝人第 3 工場の立地が麻里布村に決定した。設立同盟会が土地買収
にかかる地主と帝人との間の交渉費用を負担する役割を担っていたことがわかる。また，帝人と
設立同盟会の提示した一反当たり評価額の差額 860 円を踏まえると，岩国工場の敷地 12 万坪の
買収において削減できた費用は 344000 円（＝12 万坪×860 円/300 坪）であり，これは 1927 年下




                                                      
31 「帝人の岩国進出経過」『帝国人造絹糸株式会社工場設置 記事 麻里布村役場 岩国徴古館蔵』，1925 年，山
口県編（2008），701 頁。 
32 「レーヨン会社は今津に決定」『岩国興風時報』，1925 年 5 月 20 日，岩国市史編纂委員会編（2004），633 頁。 
33 「帝国人造絹糸株式会社工場設立期成同盟会会則」，『帝国人造絹糸株式会社工場設置 記事 麻里布村役場 
岩国徴古館蔵』，1925 年，山口県編（2008），701-702 頁。 
34 「レーヨン会社は今津に決定」，『岩国興風時報』，1925 年 5 月 20 日，岩国市史編纂委員会編編（2004），633
頁。 
35 「帝人への土地売却をめぐり麻里布村民の対応」，『帝国人造絹糸株式会社工場設置 記事 麻里布村役場 岩
国徴古館蔵』，1925 年，山口県編（2008），701 頁。 
36 「人絹会社は今津に決定」，『岩国興風時報』，1925 年 5 月 22 日，112 号，岩国市史編纂委員会編編（2004），
633 頁。 
37 「春信一束」，『帝人タイムス』，1927 年，第 4 号，19 頁。 
38 「川下村における帝人の工場用地購入」，『防長新聞』，1925 年 5 月 28 日，山口県編（2008），699 頁。 
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いて検討しよう。まずは，③労働力について見よう。1925 年 5 月頃より開始された岩国工場の建
設工事の過程で，労働者の募集がかけられていた。その第一期の工事に関しては「滞りなく竣成
し，募集中の職工一千五百人も其採用」が終了し40，さらに，その約 1 年半後の 1926 年 10 月頃
には「工場予定の如く進捗し操業開始を十二月中旬から行ふ予定で過る十月一日から十一月末日
迄に亘り男女工手の募集を欄外要項により発表したが。発表さるヽや希望者実に多く昨今は毎日










                                                      
39 「人絹会社は今津に決定 一日遅れは一日万金の儲け損」，『岩国興風時報』，1925 年 6 月 12 日，113 号，岩国
市史編纂委員会編（2004），633-634 頁。 
40  記事名なし，『帝人タイムス』，1926 年，第 3 巻，12 月号，1 頁。 
41 「今津の人絹会社 十二月より操業開始 男女工手大募集」，『岩国興風時報』，1926 年 10 月 6 日，145 号，岩
国市編（2004），637 頁。 
42 「完成に際して一言」，『帝人タイムス』，1927 年，第 5 巻，2 月号，1 頁。 





ったと考えてよいだろう。次に料金の面を見よう。1930 年 3 月に広島電気は「帝人で自家発電を
やられては困る」（帝人株式会社編（1964），3）という利益低下の懸念からか，1 キロワット当り
約 2 銭 4 厘から約 1 銭 3〜4 厘にまで料金の引き下げを行なった（帝人株式会社編（1964），9）。一
方の山口県電は，広島電気よりも高い約 1 銭 7 厘であったが「交渉が成立しなかったので，自家
発電を実行する事になったのである。」広島電気の電力料金の引き下げ後の価格（約 1 銭 3〜4
厘）と山口県電の電力料金の価格（約 1 銭 7 厘）との差である約 3〜4 厘を帝人は看過できず，
さらに「岩国は広島に較べスケールも段違いに大きいのだから，意義は更に深い」という理由も












4 月 16 日に次のような措置を取った。それは，帝人が岩国工場付近の川下漁業組合の海苔の不作




う。広島工場の賠償金（計 12000 円）と 1930〜32 年の岩国工場における助成金（計 2000 円）を
比較すれば，帝人は後者の汚染問題の対処にかかる費用 10000 円分だけ安上がり済んだ。こうし
                                                      




















致を受けて設立された三原工場（帝人第 4 工場）の立地について検討する。 




背景の中で，1932 年 10 月 21 日に「レーヨン大幡氏三原工場ノ件につき初来町」45し，三原町行
政により本格的に誘致運動が進められたのは，経済不況に対する 1 つの打開策であったと捉える
ことができよう。 
                                                      
45  『帝国人絹第四工場設置要望関係書綴（2）』，広島県立公文書館所蔵。 
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ここで取り上げる期間は，大幡久一（以下，大幡）が三原町に訪れた 1932 年 10 月 21 日から三
原町への帝人第 4 工場の立地が決まる 1932 年 12 月 28 日までの約 2 ヶ月間である。表 5 は，
『帝国人造絹糸工場設置関係』における「人絹工場設置速成に関する件」から作成したものであ
る。そこでは日付と，差出人と宛名が不明であるものの，表 5 は表 6（差出人＝三原町長河口貞
次，宛名＝帝国人造絹糸株式会社社長佐藤法潤）との関連から，差出人＝帝人，宛名＝三原町，そし
て提出された日付は 10 月 21 日から 11 月 12 日の間と推測できる。その理由について言及しよ
う。表 5 の内容を見ると，命令や忠告を意味する「こと」が多用されていることがわかる。誘致
                                                      
46 大屋晋三（1894-1980）は，1918 年に東京高等商業学校（現・一橋大学）を卒業後し，同年鈴木商店に入社。金子
より引き抜かれ，岩国工場建設事務所長として抜擢され 1925 年 11 月に「帝国人絹の人」となった。そして，1945
年 11 月に帝国人絹社長となり，1947 年頃から政界へ転身し，1956 年頃からは社長に復帰。大屋（1958，131-187）
と日外アソシエーツ株式会社編（1990，107）を参照。 










ら，表 5 における「こと」は「両町村」に対しての命令や忠告を指し，表 6 においては謙譲語で
ある自称としての「当町」や「本町」に対してのそれであるから，必ずしも謙譲語である自称を
意味しない「両町村」を用いている表 5 の「両町村」に命令や忠告をしているのは帝人であるこ




こと」（表 5）→「④工場敷地 12 万坪□坪当り□を以て提供すべく斡旋すること」（表 6）とい
った具体化がなされていることを踏まえて，表 5 は表 6 の前に書かれたと考えて良いだろう。つ












要望していることがわかる。表 5 は，第 1 節の立地条件を網羅する要望であり，水道と流通イン
フラに関わる産業基盤の整備に伴う課題と，立地後に発生すると予想される渇水や汚染の問題が
考慮されたものであった。この時点では岩国工場の電力問題に対応した要望が出されていない。 


















































































































































































































































































































































































































































































































































されたのが表 7 の「覚書案」である。これが提出された正確な日付は不明だが，11 月下旬から




その表 7 の「覚書案」を見ると，1 つ目に分類の水，電力，輸送，汚染，その他の項目におい
て関係者への承諾を得ることが記載されていること，2 つ目にそれに付随する家屋撤収とその土
地取得，水産漁業関係者に対する補償・賠償金（表 7 の下線部）は広島県三原町（＝甲）が負担
すること，3 つ目に，帝人が提出した表 6 にはなかった電力に関する内容が加えられていること
がわかる。先ほど指摘したように，関係者への承諾が取られ始めたのが 12 月中旬であることを
考慮すると，「覚書案」の他の内容も同様に 12 月中旬から取り組まれたと言えよう。 






その後の 12 月 23 日に三原町行政は「指問事項の件回答決議書」を，さらに 12 月 26 日に「追
加決議事項並に県当局との交渉顚末」を帝人側に伝えた52。それらは，12 月下旬までの誘致過程
で帝人側が要望した内容に沿った手続きが着実に行われていることを伝えるための三原町行政の
返答である。こうした帝人の立地要望から始まった三原町の工場誘致が成功し，12 月 28 日に帝






したのかの 2 点について考察をする。 
まずは汚染問題について見よう。産漁業関係者との間で承諾が取られ，立地決定がなされた約








の交渉に応じ解決することが定められていたことがわかる。これが結ばれた 1933 年 11 月 28 日
は建設過程であるから，帝人は，既存工場で生じた汚染問題の経験を活かして事前にそれを回避
しようとしていたことがわかる。 
                                                      
52 『帝国人造絹糸工場設置関係』，広島県立公文書館所蔵。 
53 福島（1969b），67。三原工場竣工の約 1 ヶ月半前の 1934 年 9 月 12 日，別会社として第二帝国人造絹糸株式会社






















計 513000 円から帝人の負担分 31000 円を引いた 482000 円であった。これは，1935 年下半期
の帝人の貸借対照表における当期純利益の約 16％を占める金額であった。 
ここからは，1930 年末に日本人絹労働組合が結成されたことを 1 つの契機として労働争議









の決定は立地後の 1935 年 5 月の工場内における病院設置の実現に貢献したと言えよう。工場
内における病院設置は，1927 年設立岩国工場の約 2 年後の 1929 年 7 月 1 日（福島（1968b），
80−83）のことであり，立地前に意図されてはいなかった。労働運動の高揚による賃金上昇や
                                                      
55 広島県編（1975），939。合計 513000 円の負担内訳は，三原町負担 447000 円，帝人負担 31000 円，期成同盟会
30000 円，寄付金 5000 円である。 
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